
3

　
今
年
４
月
か
ら
の
子
ど
も
・
子
育

て
支
援
新
制
度
で
は
、
特
定
教
育
・

保
育
施
設
等
の
保
育
料
を
、
利
用
者

主な保育料の変更内容

☆国基準の７割程度にします

◆教育標準時間認定の子ども(１号認定)の利用者負担のイメージ【月額】

◆保育認定の子ども(２・３号認定)の利用者負担のイメージ【月額】
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生活保護世帯

生活保護世帯

町民税非課税世帯
(所得割非課税を含む)
町民税所得割課税額
77,100円以下
町民税所得割課税額
211,200円以下
町民税所得割課税額
211,201円以上

町民税非課税世帯
(所得割非課税を含む)
町民税所得割課税額
48,600円未満
町民税所得割課税額
97,000円未満
町民税所得割課税額
169,000円未満
町民税所得割課税額
301,000円未満
町民税所得割課税額
397,000円未満
町民税所得割課税額
397,000円以上

平成28年度 平成29年度

平成28年度以降

2号認定 3号認定

平成30年度 平成31年度

その３

平
成
28
年
４
月
か
ら
の
保
育
料
に
つ
い
て

〜
多
子
世
帯
に
対
す
る
保
育
料
の
軽
減
拡
充
な
ど
〜

負
担
と
し
て
国
が
定
め
る
基
準
額

（
上
限
額
）
の
範
囲
内
で
町
が
定
め

る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
町
で
は
、
平
成
27
年
度
は
、
平
成

26
年
度
の
額
を
据
え
置
き
ま
し
た
が
、

平
成
28
年
度
以
降
は
、
国
が
定
め
る

基
準
額
の
７
割
程
度
に
設
定
し
、
ま

た
、
第
２
子
以
降
の
利
用
者
負
担
を

無
料
に
し
て
、
子
育
て
家
庭
の
経
済

的
負
担
軽
減
を
図
り
ま
す
。

（単位：円）

※保育標準時間認定の場合　

※保育短時間認定の場合は、各階層の－1.7％程度の設定となります。

（単位：円）

・教育標準時間認定の子ども（１号認定）の利用者負担は、平成28年度から平成31年度において、国が定める基準額の7割程
　度まで、段階的に引き上げていきます。
・保育認定の子ども（２・３号認定）の利用者負担は、すでに国が定める基準額の７割程度としているため、変更の予定はあ
　りません。

☆多子世帯への負担軽減を拡充します（第2子以降は無料）

・教育標準時間認定の子ども（１号認定）の利用者負担は、同一世帯において、満３歳から小学校３年生までの範囲内にある
　子どもが複数人いる場合、最年長の子どもから順に第2子以降は無料にします。
・保育認定の子ども（２・３号認定）の利用者負担は、同一世帯において、小学校就学前の範囲内にある子どもが複数人同時
　に特定教育・保育施設等を利用している場合、最年長の子どもから順に第2子以降は無料にします。

認定区分により多子軽減の条件が異なります。

※第２・３階層区分のひとり親世帯等の軽減措置は引き続きあります。
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今
年
４
月
か
ら
の
子
ど
も
・
子
育

て
支
援
新
制
度
の
ス
タ
ー
ト
に
伴
い
、

町
で
は
、「
大
磯
町
子
ど
も
笑
顔
か
が

や
き
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
い
て
、
子
育

て
支
援
を
総
合
的
に
推
進
し
て
い
ま

す
。

　
豊
か
な
自
然
環
境
の
中
で
、
子
ど

も
を
安
心
し
て
産
み
、
育
て
、
子
ど

も
が
健
や
か
に
育
つ
体
制
づ
く
り
を

進
め
る
た
め
に
、
次
の
３
つ
の
取
り

組
み
を
行
い
ま
す
。

子
育
て
で
選
ば
れ
る

　
　
　
　
　
町
を
目
指
し
て

問
子
育
て
支
援
課

☎
内
線
３
０
６

☎
内
線
３
１
８

　質の高い幼児期の教育・保育の総合的な提
供及び待機児童の解消など、地域の子育て支
援の充実を目的として、４月からスタートし
た制度です。

子ども・子育て支援新制度とは？

小児医療費助成制度　所得制限の緩和

町立幼稚園　入園説明会開催幼稚園新入園児募集

所得制限額
扶養
人数 現行基準

０人

１人

２人

３人

532万円未満

570万円未満

608万円未満

646万円未満

所得基準緩和後

（児童手当基準）

622万円未満

660万円未満

698万円未満

736万円未満

その１

町立国府幼稚園を 私立認定こども園へその２

　現在の医療費助成は、入院は中学校卒業まで、通院は

小学６年生までを対象にしていますが、10月１日から、

１歳以上の所得制限を児童手当の基準に合わせて緩和し

ます。

　対象となるお子さんがいる世帯には、８月下旬に小児

医療証の交付申請書を送付しています。申請をいただい

た後、該当となるお子さんには10月１日から使用できる

小児医療証を交付します。

　現在、町内には幼稚園が４園（町立３園、私立１園）、認可保育所が２園（町立１園、私立１園）あります。
　幼稚園・保育園の将来構想に基づき、平成30年度に町立の「国府幼稚園」を「たかとり幼稚園」に統合し、
「国府幼稚園」跡地には、国府地区の園児の状況や今後入園を希望するお子さんの状況等を配慮して、幼稚園と
保育所の機能や特長をあわせ持った私立の認定こども園を誘致します。
　８月に統廃合に伴う説明会を開催しましたが、来年度の国府幼稚園の入園については、10月の入園説明会で
説明します。
　今後の進行状況につきましては、移行準備の進行に合わせて、町ホームページ等でお知らせします。

　平成28年度に町立幼稚園入園予定の園児の保護者
を対象に、説明会を開催します。

※会場は各園のホールです。
※平成28年度から、町立幼稚園の通園区域の指定が
　なくなります。

幼稚園

大磯幼稚園
10月19日(月)
13:00～14:00

10月16日(金)
10:00～11:00

10月19日(月)
10:00～11:00

国府幼稚園

たかとり
幼稚園

(61)0505

(71)0549

(71)3050

とき・時間 電話番号

平成28年度　

※保育所の入所案内は、広報おおいそ11月号でお知らせします。

【町立幼稚園】

▼対象幼児　平成28年４月１日時点で町に住所を有する（または、
　予定のある）平成22年４月２日～平成25年４月１日生まれの３
　～５歳児

▼募集要項・願書の配布　10月15日(木)～各幼稚園にて配布

▼願書の受付　11月２日(月)～11月５日(木)(３日は除く)
　9:00～17:15　各幼稚園にて受付

▼入園説明会・問い合わせ　右表のとおり
※入園希望が募集人員を上回る場合は、抽選を実施することがあり
　ます。

【私立幼稚園】

▼募集要項の配布　10月15日(木)～

▼願書の受付　詳細は各園にお問い合わせください。
　　各私立幼稚園
　　県私学振興課　☎045（210）3768
問


